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１　マクロ経済動向

北朝鮮は金正恩政権への移行後、丸10年が経過した。この間、2016年５月と21年１月に朝

鮮労働党第７回大会と８回大会がそれぞれ行われ、朝鮮労働党を中心とする国家指導体制が機能

していることが外部からも観察できた。

2013年３月には、経済建設と核武力建設の並進路線を取り、核兵器を持つことによって米国

に対する抑止力を獲得し、これによってこれまで通常兵器に投入していた予算や人員などの各種

資源を経済建設に投入することを示唆するようになった。また、極めて慎重に経済管理の再検討

を行い、経済的インセンティブを強化し、生産を促進する政策を導入した。その後、2017年

11月29日には「国家核武力完成」を宣言し、18年４月20日には朝鮮労働党中央委員会第７期

第３回総会が平壌で開催され、「経済建設と核戦力建設の並進路線の偉大な勝利を宣布すること

について」と「革命発展の新たな高い段階の要求に即して社会主義経済建設に総力を集中するこ

とについて」の２つの決定書が採択され、並進路線は終わり、経済建設に総力を集中することと

なった。

進展するかのように見えた米朝関係は2019年２月27 ～ 28日にハノイで開かれた第２回米朝

首脳会談で、米朝両国は非核化について具体的な措置を決めることができず、膠着状態が続いて

いる。2019年12月28日～ 31日に朝鮮労働党中央委員会第７期第５回総会が開催され、制裁

の中でも自力更生を軸として経済発展を目指す「正面突破戦」を行うことを決定するとともに、

国内経済政策の改善のために様々な改革を行うことが提起された。

2019年末から中国で流行が始まった新型コロナウイルス感染症（COVID-19）に関連して、

北朝鮮は2020年１月30日に「特別防疫体制」に移行し、中ロとの陸上国境を閉じ、航空路を

遮断した。その後、陸海の物流は徐々に回復しつつある。人の往来は2022年10月末現在まだ

回復していないが、交流再開に向けて様々な取り組みがなされている。

2021年１月に開かれた朝鮮労働党第８回大会では、COVID-19の特別防疫体制や経済制裁、

米国との対立の継続の中でも、できることから着実に経済建設を進めていく方針を打ち出した。

現在の課題は、短期的にCOVID-19や経済制裁の影響を最小化しつつ、国内産業の生産性を高め

ることにあり、中長期的には、民営企業が事実上登場している現実と、生産手段の社会的所有や

計画経済、集団主義といった北朝鮮の社会主義体制に不可欠とされる要素をどのように調整して

いくのかにある。

ここでは韓国銀行の推計、各国の貿易統計などを併用して、北朝鮮のマクロ経済を概観する。

韓国銀行の推計資料は、韓国内で南北統一に伴って発生する費用を推計するために人工的に作り

出された数値である。そのため、北朝鮮経済のトレンドを見るためには有用ではあるが、基準年

度等、北朝鮮経済とは直接的関係のない韓国経済の統計の取り方に影響を受けたり、人口や国民

総所得（GNI）の総額、一人あたりGNIなどの絶対値についてはそれほど信頼が置けない数値で

あったりすることを理解した上で利用する必要がある。

本来、このような資料は使用しない方がよいのだが、この種の資料は他の機関からは発表され

ていないため、ここでは便宜的に利用している。今後、北朝鮮の公的機関から統計資料が継続的
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に出るようになれば、そちらを利用するのが、資料の正確性という意味でも望ましいことは言う

までもない。

（１）経済は大きく見れば回復基調だが制裁の影響も

韓国銀行の推定によると、北朝鮮経済は1990年以来９年連続してマイナス成長を記録してき

た。しかし、1999年からはプラス成長に転じ、実質GDPは2005年まで連続して成長し、06

～ 10年までは増減を繰り返し、11年以降は再び連続して0.8 ～ 1.3％程度の緩やかなプラス成

長の趨勢にあると推定されている。

2011年以降、再びプラスに転じた要因としては、故金日成主席生誕100年を迎える年で、大

規模な建設事業が平壌を中心に展開されたこと、農業生産が一定程度伸びたこと、石炭を中心と

する輸出が大幅に伸びて外貨事情が好転したこと、金正恩時代に入り、国民生活の向上に注力し

つつ、生産性の向上に力を入れたことなどがあげられる。15年に経済成長率がマイナスになっ

ているのは、電力事情の悪化による鉱工業や農業への影響、干ばつによる農業の不振が主たる要

因であると考えられる。16年にプラス成長になったのは、推定結果を見れば、鉱業や重化学工業、

電気ガス水道業の成長に支えられてのものとなっている。17、18年のマイナス成長の要因は、

経済制裁の影響により鉱工業や建設業が大幅に勢いを落としたことによる。19年にわずかだが

プラス成長になったのは、制裁に対する耐性によるものと考えられる。20年はCOVID-19に伴

う特別防疫体制の導入により、再びマイナス4.5％となった。21年は引き続き国境が閉じられ、

貿易量減少に変化がない中で、マイナス0.1％となった。

表5-1-1　北朝鮮のGDP推計
区分 単位 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

総　人　口 千人 24,427 24,545 24,662 24,779 24,897 25,014 25,132 25,250 25,368 25,484 

GNI（名目） 10億韓国ウォン 33,500 33,800 34,200 34,500 36,400 36,600 35,900 35,600 35,000 36,300 

１人当たり国民所得 万韓国ウォン 137 138 139 139 146 146 143 141 138 142 

実質GDP成長率（新） ％ 1.3 1.1 1.0 ▲ 1.1 3.9 ▲ 3.5 ▲ 4.1 0.4 ▲ 4.5 ▲ 0.1

（注１） 韓国銀行は1999年に北朝鮮の人口推定を見直し、1999年と2005年に北朝鮮の一人当り国民所得の時系
列を修正。

（出所） 韓国銀行『北朝鮮経済成長率推定結果』各年度版（ただし、2006年には韓国銀行はこの種の数値を発表
していない）

北朝鮮では2016年５月の朝鮮労働党第７回大会で発表された「国家経済発展５カ年戦略」で

電力、石炭、金属工業、鉄道運輸が「人民経済の先行部門」という名称で優先的に成長させる基

幹産業として位置づけられてきた。2021年１月の朝鮮労働党第８回大会で決定された「国家経

済発展５カ年計画」策定の議論では、「５カ年計画の中心的課題は、金属工業と化学工業をキー

ポイントとしてとらえ投資を集中して、人民経済の各部門で生産を正常化し、農業部門の物質的・

技術的土台を強固にし、軽工業部門に原料、資材を円滑に保障して一般消費財の生産を増やすこ

とに設定された」（『労働新聞』2021年１月９日付）とされ、工業の優先順位は金属、化学、電力、

石炭、機械、採掘工業（鉱業）の順となっている。エネルギー問題をどう解決するのか、伝統的

に主要産業であり、雇用者数も多い重化学工業の生産をどのように正常化させ、産業間の生産連

携を回復させるのかが、雇用や賃金の問題、ひいては生活の向上にも関連する北朝鮮経済の課題

であると言える。
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（２）産業構造の変化

韓国銀行の推定によると、ソ連・東欧の社会主義政権崩壊による影響により鉱工業が産業全体

に占める割合は1990年代に入り急減し、1990年の42.8％から1997年の25.5％まで17ポイ

ント程度減少した。2003年頃から比率が上昇し、2007年には30％を超え、12年には35.9％

にまで上昇した後、減少を続けている。例外は19年と21年の0.2ポイント増である。農業の割

合は、1999年に31.4％と最大になった後、2010年に20.8％になるまで減少傾向にあった。

その後比率が20％台前半で推移してきた。20年は、22.4％、21年は23.8％に増加した。これ

は鉱工業やサービス業など他の産業の不振を表しているといえる。

図5-1-1　GDPベースの産業構造

（出所）韓国銀行『北朝鮮経済成長率推定結果』各年版よりERINA作成

（３）財政

北朝鮮の最高人民会議（議会）は1998年から財政指標の公表を再開しており、1999年から

は歳出が、少しではあるが対前年比で増加を示している。2002年７月の「経済管理改善措置」

に伴い、2003年より対前年比での発表に戻った。

2005年４月11日に開かれた最高人民会議第11期第３回会議では、予算・決算の実数が再び

発表された 。その後、予算・決算とも対前年度比で増加してきている。ただ、その後は再び前

年度の数値との比較のみとなった。

2021年の実績は、歳入が予算比で0.2％増、前年比で1.1％増となった。歳出は、予算比で0.1％

減、前年比の数値は発表されなかった。国家予算支出に占める人民経済部門への支出額の割合は

発表されなかったが、対前年比で0.6％の伸び、科学技術部門に対する投資は対前年比1.6％増、

国防費に対する支出の割合は15.9％であった。

2022年の歳入は対前年比 0.8％の増加を見込んでいる。それぞれ対前年比で取引収入金が
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0.6％、国家企業利益金が0.9％の増加が見込まれ、歳入全体の83.5％を占める。それぞれ対前

年比で協同団体利益金は0.4％増、減価償却金は同額、不動産使用料は0.3％増、社会保険料は

0.2％増、財産販売および価格偏差収入金は同額、その他の収入は0.6％増、集金収入は6.8倍、

その他の収入は0.2％増、特殊経済地帯収入は同額とされた。歳入全体に占める中央予算収入は

73.9％と、0.3ポイント減少した。20年から始まった国家投資にかかわる固定資産減価償却金

を積み立てず、歳入に動員して利用することについての言及はなく、おそらくそのままになって

いると考えられる。

2021年の歳出は、対前年比1.1％の増加であり、前年と同じ増加幅となった。それぞれ対前

年比で経済建設に必要な資金が2.0％増で支出全体に対する比率は発表されなかった。科学技術

部門に対する投資は0.7％増、世界的な医療危機に対応するための支出項目が新たに設けられ、

前年に非常貿易活動に支出された金額よりも33.3％増となった。「社会主義文化を全面的に発展

させる仕事」に対する支出が0.4％、教育部門は2.6％、保健医療部門は0.7％、文化部門は0.3％、

スポーツ部門は0.8％それぞれ対前年比で増加し、国防費は支出全体の15.9％となっている。
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表5-1-2　北朝鮮の国家財政総額 （単位：1万朝鮮ウォン、％）
年 歳入 計画比／前年比 歳出 計画比／前年比 収支

2004（実績） 33,754,600 101.6 34,880,700 101.6 ▲1,126,100

2005（計画） 38,857,100 115.1 38,857,100 115.1 0

2005（実績） n/a 116.1 n/a 116.0 （歳入の3.6％の赤字）

2006（計画） n/a 107.1 n/a 103.5 n/a

2006（実績） n/a 104.4 n/a 99.9 n/a

2007（計画） n/a 105.9 n/a 103.3 n/a

2007（実績） n/a 106.1 n/a n/a n/a

2008（計画） n/a 104.0 n/a 102.5 n/a

2008（実績） n/a 105.7 n/a n/a n/a

2009（計画） n/a 105.2 n/a 107.0 n/a

2009（実績） n/a 107.0 n/a n/a n/a

2010（計画） n/a 106.3 n/a 108.3 n/a

2010（実績） n/a 106.6 n/a 99.9 n/a

2011（計画） n/a 107.5 n/a 108.9 n/a

2011（実績） n/a 101.1 n/a 99.8 n/a

2012（計画） n/a 108.7 n/a 110.1 n/a

2012（実績） n/a 101.3 n/a 99.6 n/a

2013（計画） n/a 104.1 n/a 105.9 n/a

2013（実績） n/a 101.8 n/a 99.7 n/a

2014（計画） n/a 104.3 n/a 106.5 n/a

2014（実績） n/a 101.6 n/a 99.9 n/a

2015（計画） n/a 103.7 n/a 105.5 n/a

2015（実績） n/a 101.3 n/a 99.9 n/a

2016（計画） n/a 104.1 n/a 105.6 n/a

2016（実績） n/a 102.3 n/a 99.9 n/a

2017（計画） n/a 103.1 n/a 105.4 n/a

2017（実績） n/a 101.7 n/a 99.8 n/a

2018（計画） n/a 103.2 n/a 105.1 n/a

2018（実績） n/a 101.4 n/a 99.9 n/a

2019（計画） n/a 103.7 n/a 105.3 n/a

2019（実績） n/a 101.5 n/a 99.8 n/a

2020（計画） n/a 104.2 n/a 106.0 n/a

2020（実績） n/a 100.1 n/a 99.9 n/a

2021（計画） n/a 100.9 n/a 101.1 n/a

2021（実績） n/a 100.2 n/a 99.9 n/a

2022（計画） n/a 100.8 n/a 101.1 n/a

（注）2009年８月現在の公定レートは１ドル＝129ウォン程度、実勢レートは１ドル＝4000ウォン程度である。
（出所） 2004年の実績と2005年の計画、2005年の実績と2006年の計画の前年比の数値は文浩一「核実験の実

施と６カ国協議の再開」『2007アジア動向年報』（アジア経済研究所、2007）p.91の表１より引用。そ
の後は朝鮮中央通信の報道からERINAで作成
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（４）食糧

北朝鮮は1990年代後半以降、食糧問題の解決のために、適地適作、適期適作、二毛作、大豆

の耕作、ジャガイモ耕作の推進、優良品種の導入、灌漑設備の改善など農業部門での生産は変動

はあるものの改善してきている。韓国農村経済研究院はFAO/WFPの統計を引用し、2020年11

月から2021年10月までの2020/21年度の北朝鮮の穀物生産について、生産量を精穀基準で

488.9万トンと推計している。一昨年と2021/22年の数値はCOVID-19の影響で出ていない。

表5-1-3　北朝鮮の穀物生産量推計（精穀基準） （単位：万トン）
区分 計 コメ トウモロコシ 豆類 その他の穀物 麦類 雑穀

2021/22年生産量推計 N/A N/A N/A N/A N/A N/A N/A

2020/21年生産量推計 488.9 139.5 221.4 27.6 16.1 14.6 N/A

区分 計 コメ トウモロコシ 豆類 芋類 麦類 雑穀

2019/20年生産量推計 N/A N/A N/A N/A N/A N/A N/A

2018/19年生産量推計 417.0 138.3 187.6 16.2 49.9 5.7 19.8

2017/18年生産量推計 472.1 157.3 220.0 26.8 47.3 7.1 13.7

2016/17年生産量推計 511.8 167.4 239.5 33.8 49.9 5.5 15.6

2015/16年生産量推計 480.1 128.4 251.6 26.4 51.5 6.6 15.6

2014/15年生産量推計 508.2 173.3 259.4 19.2 44.9 6.0 5.4

2013/14年生産量推計 503.1 191.5 224.7 19.6 50.1 10.5 6.6

2012/13年生産量推計 492.2 176.9 228.5 20.0 44.9 16.0 5.9

2011/12年生産量推計 465.7 161.0 203.2 29.4 48.9 18.2 4.9

2010/11年生産量推計 448.4 157.7 168.3 15.4 58.5 24.0 1.9

2009年生産量 411 N/A N/A N/A N/A N/A N/A

2008年生産量 431 186 154 16 51 22 2

2007年生産量 401 153 159 15 47 25 2

2006年生産量 448 189 175 16 45 23

（出所） 韓国農村振興庁資料（http://www.rda.go.kr/user.tdf?a=user.board.BoardApp&c=2002&board_id=rda_
issue&seq=1641）、林崗澤ほか『2009年北韓経済総合評価および2010年展望』（統一研究院、
2010）、および韓国農村経済研究院『KREI北韓農業動向』第12巻第４号、第13巻第４号、第14巻第４号、
第15巻第４号、第16巻第４号、第19巻第２号、第20巻第２号、第21巻第３号、第23巻第１号、第24
巻第１号

２　貿易

（１）貿易規模の推移

貿易総額（南北交易含む）は図5-2-1のように、20年は輸出は0.9億ドル（対前年比66.1％減、

対前々年比95.0％減）、輸入は7.8億ドル（対前年比70.2％減、対前々年比79.4％減）となり、

21年は輸出は0.8億ドル（対前年比8.2％減、前々年比70.5％減）、輸入は6.3億ドル（対前年

比18.7％減、前々年比78.7％減）であった。貿易収支は5.6億ドルの赤字となった。貿易収支

については、建国以来一貫して赤字となっている。16年２月の開城工業団地の閉鎖以降、南北

交易は大幅に減少しており、現在では南北交易の有無により大きな差はなくなっている。
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図5-2-1　貿易・貿易収支の推移（南北交易含む）

（注） KOTRA推計による北朝鮮の対世界貿易額には韓国向けが含まれていないため、統一省作成による北朝鮮・韓
国間の交易金額をERINAにて加算。

（出所） 大韓貿易投資振興公社（KOTRA）『北朝鮮の対外貿易動向』各号、韓国統一部『月刊南北交流協力動向』
各号より作成

（２）輸出

2021年の南北交易を除く輸出は、鉄鋼（フェロシリコン）が0.26億ドルと32.7％を占めて

おり、続いて電力0.17億ドル（20.7％）、生糸類0.04億ドル（4.6％）、時計およびその部品0.04

億ドル（4.4％）、ばれいしょの粉およびミールが0.03億ドル（3.1％）を占めている。

（３）輸入

2021年の南北交易を除く輸入は、喫煙用タバコが0.16億ドルと輸入の2.6％を占めている。

次にオルトリン酸水素二アンモニウム（肥料）0.13億ドル（2.0％）、バスまたはトラック用タ

図5-2-2　貿易・貿易収支の推移（南北交易含まず）

（出所）大韓貿易投資振興公社（KOTRA）『北朝鮮の対外貿易動向』各号
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イヤ0.12億ドル（2.0％）、医薬品0.11億ドル（1.8％）、生ゴム0.1億ドル（1.5％）となって

いる。

（４）貿易相手国

北朝鮮の貿易相手国は1993年以降、中国、日本、韓国の３カ国で全体の50％以上を占める

状況が2002年頃まで継続していた。2002年以降日本との貿易は減少を続け、10年以降はゼロ

となっている。中国が最大の貿易相手国となっている。109頁の付表５にあるとおり中国との

貿易が全体に占める割合は、21年には、95.4％（輸出の70.9％、輸入の98.6％）、韓国との

交易が全体に占める割合は、21年には、0.15％（輸出の0.0％、輸入の0.2％）である。

図5-2-3　主要国別輸出額の推移

（注） KOTRA推計による北朝鮮の対世界貿易額には韓国向けが含まれていないため、別途南北間の交易金額を
ERINAにて加算。

（出所） 大韓貿易投資振興公社（KOTRA）『北韓の対外貿易動向』各号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1	 最高人民会議の報告では相対値で発表されたが、朝鮮中央テレビのニュースで実数が報道された。

 （調査研究部主任研究員　三村光弘）

図5-2-4　主要国別輸入額の推移

（注） KOTRA推計による北朝鮮の対世界貿易額には韓国向けが含まれていないため、別途南北間の交易金額を
ERINAにて加算

（出所） 大韓貿易投資振興公社（KOTRA）『北韓の対外貿易動向』各号
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